別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:悪質事業者指導強化費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,091千円（前年度予算額：1,100千円）
	事業内容


	１　事業の内容


訪問販売や通信販売等における不当な取引きを規制する特定商取引法、割賦販売における不当な取引を規制する割賦販売法に基づく行政処分をするには立入検査の実施が必要であり、その検査の実効性を確保するため、担当職員の資質向上を図るための研修への派遣や、必要な資機材の確保を図る。
(1) 研修派遣
立入検査に必要なノウハウを習得するため、担当職員を消費者庁及び経済産業局が実施する法律研修に派遣する。処分の迅速性を高めるため、県民生活相談センターの職員に加え、本課職員も参加する。
・参加者数　　　3名

・参加する研修　消費者庁、経済産業省等が主催する研修
(2) 被害者からの事情聴取、悪質事業者に対する事前調査、立入検査に必要となる資機材の借り上げ
	２　所要経費


(1)研修派遣　 　　　　　   725千円
(2)資機材借り上げ等　　　　366千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
・担当職員の資質向上のための研修派遣
・立入検査に必要となる資機材の借り上げ
	２　これまでの取組状況


　　特定商取引法に基づき、不当な取引を行う事業者に対し、平成18年度を皮切りに、昨年度までに11件について行政処分（指示、業務停止命令）を実施した。　　 
　（参考）
平成18年度：1件、平成19年度：4件、平成20年度：1件、
平成21年度：2件、平成22年度：3件
	３　これまでの取組に対する評価


　　悪質な事業者による不当な取引は後を絶たないことから、消費者に対してそのような事業者の手口やその対処方法の啓発をしながら、必要な事業者には指導や行政処分を行い、被害者被害拡大防止を図っていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,100
	
	
	
	
	
	
	
	1,100

	要求額
	1,091
	
	
	
	
	
	
	
	1,091

	決定額
	1,091
	
	
	
	
	
	
	
	1,091


　　　【消費者行政活性化基金（一般財源分）充当事業】
